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第 ４ 回 新 株 予 約 権
新株予約権の数 7,600個
新株予約権の目的であ
る株式の種類と数 普通株式　760,000株（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり900円
新株予約権の払込期日 2022年８月31日
新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額 １株につき　423円

新株予約権の行使期間 2022年11月30日から2025年６月30日まで

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
における増加する資本
金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する
資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに従っ
て算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と
し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を
切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件

１．本新株予約権の一部行使をすることができる。
２．本新株予約権の行使については、2022年11月30日か

ら2023年６月30日までの期間においては3,040個が
行使可能であり、2023年７月１日から2024年６月30
日までの期間に新たに2,280個（累計で5,320個）が
行使可能となり、2024年７月１日から2025年６月30
日までの期間に新たに2,280個（累計で7,600個）が
行使可能となるものとする。また、各期間の末日に未
行使の新株予約権が存在する場合、当該未行使新株予
約権を翌期に繰り越せるものとする。

割当先 FP成長支援F号投資事業有限責任組合

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし
て交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
当社は2022年８月15日付取締役会決議に基づき、第三者割当てによる第４
回新株予約権を発行し、割当てを行っております。本新株予約権の内容
は、以下の通りであります。
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,489,224 2,582,917 △1,981,421 △9,807 2,080,912
誤 謬 の 訂 正 に よ る
累 積 的 影 響 額 △228,302 △228,302

遡及処理後当期首残高 1,489,224 2,582,917 △2,209,724 △9,807 1,852,610

当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 377,089 377,089 754,179

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 162,492 162,492

自 己 株 式 の 取 得 △197 △197

連 結 範 囲 の 変 動 △6,972 △62,298 △69,270
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 377,089 370,117 100,194 △197 847,203

当連結会計年度末残高 1,866,314 2,953,034 △2,109,529 △10,005 2,699,813

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 146 △23,892 △23,746 40,306 330,088 2,427,561
誤謬の訂正による累積
的 影 響 額 △228,302

遡及処理後当期首残高 146 △23,892 △23,746 40,306 330,088 2,199,258

当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 754,179

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 162,492

自 己 株 式 の 取 得 △197

連 結 範 囲 の 変 動 △69,270
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 451 △52,030 △51,579 △33,466 16,054 △68,991

当連結会計年度変動額合計 451 △52,030 △51,579 △33,466 16,054 778,212

当連結会計年度末残高 597 △75,923 △75,325 6,840 346,143 2,977,471

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 30社
・連結子会社の名称 ＩＴｂｏｏｋ株式会社

ＩＴｌｏａｎ株式会社
ITbookテクノロジー株式会社
ＮＥＸＴ株式会社
クリードパフォーマンス株式会社
みらい株式会社
東北ＩＴｂｏｏｋ株式会社
東京アプリケーションシステム株式会社
フロント・アプリケーションズ株式会社
株式会社コスモエンジニアリング
ＴＡＳＣ株式会社
シーエムジャパン株式会社
株式会社アイニード
株式会社イスト
ＩＴグローバル株式会社
Ｂ＆Ｗ株式会社
Ｍ＆Ａマックス株式会社
信栄保険サービス株式会社
ＺＯＸ株式会社
株式会社サムシング
株式会社アースプライム
株式会社東名
株式会社ＧＩＲ
株式会社三愛ホーム
Something Re.Co.,Ltd
ジオサイン株式会社
株式会社kiipl&nap
SOMETHING HOLDINGS ASIA PTE.LTD.
SOMETHING VIETNAM CO.,LTD.
JAPANEL HOME(CAMBODIA) CO.,LTD.
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② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の数 1社
・主要な非連結子会社の名称 ITbook Capital株式会社
・連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に
重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 1社
・主要な会社等の名称 株式会社サムシング四国

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称 ITbook Capital株式会社
・持分法を適用しない理由

　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ重要性がないため持分法の適用の範囲から除外しております。

③ 持分法適用手続に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、
直近の事業年度に係る計算書類を使用しております。

⑶ 連結の範囲の変更に関する注記
  連結の範囲の変更
　当連結会計年度において、Ｍｏｖｙ株式会社及び信栄保険サービス株式会社の重要
性が増したため、連結の範囲に含めました。
　2022年10月１日付で連結子会社のITbook XCloud株式会社の全株式を株式会社バ
ルテックに譲渡し、連結の範囲から除外しました。
　2022年10月31日付で連結子会社のＭｏｖｙ株式会社の全株式を譲渡し、連結の範
囲から除外しております。
　2023年３月29日に当社の連結子会社であったＩＴｂｏｏｋ，Ｈ．Ｌ株式会社の清
算結了に伴い、連結の範囲から除外しております。

⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、Something Re.Co.,Ltdの決算日は12月31日であります。連結
計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を
使用しております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致して
おります。
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⑸ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
　　　関係会社株式　移動平均法による原価法
　　　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産
・原材料及び貯蔵品、未成工事支出金

　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）を採用しております。

・商品及び製品、仕掛品
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。一部の国内連結子会社は、商
品について個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿
価切下げの方法）、在外連結子会社は、製品及び仕掛品について総平均法に
よる原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として、定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を
採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３年～50年
車両運搬具　　　　　　２年～６年
工具、器具及び備品　　２年～15年
機械装置　　　　　　　５年～７年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）におけ
る見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額
を比較し、いずれか大きい額を計上しております。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（主に
５年）に基づく定額法を採用しております。
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ハ. リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

ロ. 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度
に負担すべき額を計上しております。

ハ. 保証損失引当金
　保証契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における保証契
約に係る損失見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業にお
ける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識す
る通常の時点)は以下のとおりです。
　工事契約
　工事契約のうち一定の期間にわたり履行義務が充足すると判断される工事に
ついては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を
一定の期間にわたり認識する方法で計上しております。なお、履行義務の充足
に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合(インプッ
ト法)または契約上の総出来高に対する実際出来高の割合(アウトプット法)で算
出しております。また、工期がごく短く又は金額的に重要性が乏しい工事につ
いては、工事が完成した時点で完成工事高及び完成工事原価を計上しておりま
す。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ. 繰延資産の処理方法

　社債発行費については、支出時に全額費用処理をしております。ただし、一
部の連結子会社においては、社債の償還期間にわたる均等償却によっておりま
す。
　創立費、開業費については、５年の均等償却によっております。

ロ. のれんの償却方法及び償却期間
　７年～10年の定額法により償却を行っております。
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ハ. 退職給付に係る会計処理の方法
　一部の連結子会社は、確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度を採
用しております。一部の連結子会社は、複数事業主制度としての総合設立型の
厚生年金基金（全国情報サービス産業厚生年金基金）に加入しております。こ
のうち、複数事業主制度につきましては、自社の拠出に対応する年金資産の額
を合理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理して
おります。一部の連結子会社は、退職一時金制度について、退職給付に係る負
債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用
　「時価の算定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17
日。以下、「時価算定会計基準適用指針」という。）等を当連結会計年度の期首から
適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価
算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしま
した。これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
⑴　固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　連結注記表６．連結損益計算書に関する注記「固定資産の減損」に記載した内容
と同一であります。

②　その他の情報
イ. 算出方法

　回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売
却価額は処分見込額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来
キャッシュ・フローに基づき算定しております。

ロ. 主要な仮定
　固定資産の減損テストにおいて、予想される将来キャッシュ・フローの見積
りに、新型コロナウイルス感染症の影響を含めております。具体的には、各社
の売上高について、国内の新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、新
型コロナウイルス感染症の影響から生じる売上高の低迷が翌連結会計年度末ま
では継続するとの仮定に基づき、将来キャッシュ・フローの見積りを行ってお
ります。

ハ. 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　事業計画の達成には、自然災害や新型コロナウイルスをはじめとした感染症
及び競合他社や市場の動向変化の影響を受けるなど予測困難な事象の発生に影
響を受けるおそれがあり、不確実性が伴います。そのため実績が事業計画から
著しく下方に乖離し、翌連結会計年度に新たに減損損失を認識する必要が生じ
た場合には、同期間における連結計算書類に影響を与えるおそれがあります。
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建 物 及 び 構 築 物 71,474千円
土 地 426,499千円

計 497,974千円

1年内返済予定の長期借入金 26,041千円
長 期 借 入 金 359,149千円

計 385,190千円

セグメント 場所又は会社名 用途 種類 減損損失(千円)

その他 株式会社kiipl&nap
（東京都江東区） ― のれん 8,782

4. 誤謬の訂正に関する注記
　当社および連結子会社において、過去の取引に関する会計処理において、一部に疑義
があるとの指摘を外部機関より受け、当社と利害関係の無い外部の有識者で構成される
特別調査委員会による調査を実施し、当該調査結果に基づいて誤謬の訂正を行いまし
た。当該誤謬による累積的影響額は、当連結会計年度の期首の純資産の帳簿価額に反映
しております。
　この結果、当連結会計年度の連結株主資本等変動計算書の期首残高は、利益剰余金、
株主資本合計及び純資産合計が228,302千円減少しております。

５. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　 3,336,836千円

⑵ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

６. 連結損益計算書に関する注記
固定資産の減損

当社グループは事業別又は拠点別にグルーピングを行っております。なお、連結子
会社については規模等を鑑み会社単位を基礎にグルーピングを行っております。

この結果、以下記載の連結子会社において減損損失を計上しております。
その他事業を営む株式会社kiipl&napにおいて、第４四半期以降の業績は上向いて

いるものの、通期では業績報告を下回る結果となったことを踏まえて、将来の業績評
価を見直した結果、のれんの帳簿価格の回収が見込まれなくなったため、未償却残高
を一括償却し、減損損失として計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により算出しており、回収可能価額を
ゼロとして評価しております。

－ 8 －



普通株式 24,152,701株

普通株式 304,000株

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

８. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金計画に基づき必要な資金を調達しております。一時的な余
裕資金については短期的な資金で運用し、資金調達については主に銀行借入や社債
発行によっております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は､顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リス
クに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、その殆どが３ヶ月以内の支払期日でありま
す。
　短期借入金は主に短期的な運転資金に、長期借入金及び社債は主に長期的な運転
資金及び事業拡大に係る資金であります。また、一部の長期借入金につきまして
は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとに期
日管理及び残高管理を行うことで、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。
　また、投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、ま
た発行体との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ロ. 市場リスクの管理
　当社グループは、借入金については、支払利息の変動リスクを抑制するた
め、原則として、固定金利を利用することとしております。変動金利を利用す
る場合には、市場金利の動向を適時把握することにより、その抑制に努めてお
ります。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき、当社管理本部及び各社財務主
管部門が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などに
より流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 7,216 7,216 －

資 産 計 7,216 7,216 －

(1) 長 期 借 入 金(※1) 3,309,702 3,116,869 △192,833

(2) 社　　　　　債(※2) 151,000 139,802 △11,197

(3) リ ー ス 債 務(※3) 525,093 502,237 △22,855

負 債 計 3,985,795 3,758,908 △226,887

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

関係会社株式 13,644
非上場株式等 48,141

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　当該価格の算定においては、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額
が変動する事があります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりま
せん((注１)を参照ください）。
　また、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「営業貸付金」、「支払手形
及び買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」については、短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略してお
ります。

（単位：千円）

(※1)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(※2)１年内償還予定の社債を含めております。
(※3)１年内返済予定のリース債務を含めております。

　(注１) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該
金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 7,216 － － 7,216

資産計 7,216 － － 7,216

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,116,869 － 3,116,869
社債 － 139,802 － 139,802
リース債務 － 502,237 － 502,237
負債計 － 3,758,908 － 3,758,908

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場
合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価
の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算
定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金及びリース債務
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分
類しております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
時価当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

増減額
当連結会計年度末

残高
130,035 △2,648 127,387 191,130

当連結会計年度
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,972,376
一時点で移転される財又はサービス 26,555,777

当連結会計年度
契約資産（期首残高） 406,380
契約資産（期末残高） 652,399

９. 賃貸等不動産に関する注記
(1)　賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用住居及び賃貸用事務所
（土地を含む）を有しております。

(2)　賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

１．当連結会計年度増減額の減少額は減価償却によるものであります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として周辺の取引価格及び路線価等の指標に基づ
いて自社で算定した金額であります。

10. 収益認識に関する注記
(1)　収益の分解情報

（単位：千円）

上記一定の期間にわたり移転される財又はサービスは、報告セグメント「地盤調査改
良事業」において生じて おります。

(2)　収益を理解するための基礎となる情報
「１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等⑸ 会計方針
に関する事項」の「④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)　当期および翌期以降の収益を理解するための情報
①　契約資産の残高等

（単位：千円）

　履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識することにより計上し
た対価に対する権利（ただし、顧客との契約から生じた債権を除く。）として契約資
産を認識しております。
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⑴ １株当たりの純資産額 108円75銭
⑵ １株当たりの当期純利益 6円93銭

　契約資産は、対価に対する権利が無条件となった時点で顧客との契約から生じた債
権に振り替えられます。
②　残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に
予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。ま
た、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
　（子会社の吸収分割）

　当社は、2023年２月27日開催の取締役会において、連結子会社のＮＥＸＴ株式会社
（以下、「ＮＥＸＴ」又は「分割会社」といいます。）が営む技術者派遣事業の一部
（心斎橋オフィス・静岡オフィス）を会社分割（吸収分割）し、株式会社Freeeks（以
下、「Freeeks」又は「承継会社」といいます。）に承継すること（以下、「本吸収分
割」といいます。）を決議しました。
⑴ 取引の概要

①　分割当事企業の名称及び事業の内容
分割会社：ＮＥＸＴ株式会社
事業内容：ＩＣＴサービス事業、システムエンジニアリングサービス事業
承継会社：株式会社 Freeeks
事業内容：企業変革の為のコンサルティング、業務量調査、分析コンサルティン

グに基づくオペレーション改革
各種テクノロジーサービスのシステム設計、構築、保守、監視
各種テクノロジーサービスのパッケージ開発、販売、保守、監視
各種テクノロジーサービスのインフラ構築、保守、監視

②　会社分割日
2023年４月１日

③　会社分割の法的形式
ＮＥＸＴを吸収分割会社、Freeeksを吸収分割承継会社とする吸収分割でありま
す。

④　会社分割後の名称
商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更は
ありません。
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⑤　その他取引の概要に関する事項
本吸収分割において、Freeeksが交付する対価の算定につきましては、本件資産
等をDCF法およびエンジニア数による事業価値によって算定した金額を基礎とし
て、両社協議のうえ決定いたしました。

⑵ 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第７号　2013年９月13日)、及び
「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第10号　2019年1月16日)に基づき、処理を行っております。
　なお、当該子会社の会社分割に伴い2024年３月期において移転損益（特別利益）
が、171,788千円発生する見込みです。
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( 2022年４月１日から2023年３月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計

新株予約
権

純資産
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益剰
余金 利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,489,224 1,824,716 1,824,716 △2,029,251 △2,029,251 △9,807 1,274,882 40,306 1,315,189
誤謬の訂正によ
る累積的影響額 △82,649 △82,649 △82,649 △82,649
遡 及 処 理 後
当 期 首 残 高 1,489,224 1,824,716 1,824,716 △2,111,900 △2,111,900 △9,807 1,192,233 40,306 1,232,539

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
(新株予約権
の 行 使 ）

377,089 377,089 377,089 754,179 △34,526 719,653

新株予約権の
発 行 6,840 6,840

当 期 純 損 失
( △ ) △611,119 △611,119 △611,119 △611,119

自己株式の取得 △197 △197 △197

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △5,780 △5,780

当期変動額合計 377,089 377,089 377,089 △611,119 △611,119 △197 142,861 △33,466 109,394

当 期 末 残 高 1,866,314 2,201,806 2,201,806 △2,723,020 △2,723,020 △10,005 1,335,094 6,840 1,341,934

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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当事業年度

関係会社株式 2,501,735

短期貸付金 4,607,041

長期貸付金 3,333

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
　　子会社株式 移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産

定率法によっております。ただし、建物並びに建物附属設備については定額
法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８年～15年
工具、器具及び備品　　４年～15年

⑶ 重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益については、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識する方法によって計上しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年
６月17日。以下、「時価算定会計基準適用指針」という。）等を当事業年度の期首から
適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしまし
た。これによる、計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積もりに関する注記
⑴　関係会社投融資の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

－ 16 －



②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．金額の算定方法

　市場価格のない関係会社株式は、取得原価により評価していますが、財務状
態の悪化により実質価額が著しく下落した場合には、相当の減額処理を行って
います。ただし、実質価額が著しく下落した場合でも、回復可能性が十分な証
拠によって裏付けられる場合には、期末において相当の減額を行わないことと
しています。
　また、短期貸付金及び長期貸付金は、債務者の財政状態に基づき個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額について貸倒引当金を計上しています。

ロ．重要な会計上の見積りに用いた仮定
　関係会社株式の実質価額が著しく下落した場合における回復可能性の判断
は、事業計画を基礎として行われております。また、短期貸付金及び長期貸付
金の回収可能性の評価は、債務者の財政状態及び経営成績に基づいて行われま
すが、これらは事業計画に基づく将来キャッシュ・フローに影響を受ける場合
があります。
　事業計画には、過去の販売実績や利用可能な情報に基づいて設定した仮定に
基づく見積りが含まれております。

ハ．重要な会計上の見積りが翌事業年度の計算書類に与える影響
　事業計画は、自然災害や新型コロナウイルスをはじめとした感染症及び競合
他社や市場の動向変化の影響を受けるなど予測困難な事象の発生に影響を受け
る可能性があり、これらの変化がある場合には関係会社株式評価損、短期貸付
金及び長期貸付金に対する貸倒引当金が計上され、翌事業年度の計算書類に影
響を与える可能性があります。

４. 誤謬の訂正に関する注記
　当社において、過去の取引に関する会計処理において、一部に疑義があるとの指摘を
外部機関より受け、当社と利害関係の無い外部の有識者で構成される特別調査委員会に
よる調査を実施し、当該調査結果に基づいて誤謬の訂正を行いました。当該誤謬による
累積的影響額は、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映しております。
　この結果、当事業年度の株主資本等変動計算書の期首残高は、利益剰余金、株主資本
合計及び純資産合計が82,649千円減少しております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 25,109千円

株式会社サムシング
株式会社GIR
ＮＥＸＴ株式会社
みらい株式会社
B&W株式会社

2,054,495千円
167,600千円
63,886千円
40,000千円
16,530千円

① 短期金銭債権
② 長期金銭債権

4,629,706千円
3,333千円

③ 短期金銭債務 1,237,693千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益 510,120千円
営業費用

事務所賃借料
支払手数料

627千円
1,725千円

営業取引以外の取引高
貸付金利息
借入金利息

62,538千円
6,822千円

普通株式 19,422株

５. 貸借対照表に関する注記

⑵ 保証債務
　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

⑶ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

6. 損益計算書に関する注記

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 188,649千円
未払事業税 5,086千円
貸倒引当金 283,246千円
関係会社株式評価損 162,350千円
投資有価証券評価損 59,296千円
資産除去債務 26,933千円

繰延税金資産小計 725,563千円
評価性引当額 △700,245千円
繰延税金資産合計 25,318千円
　繰延税金負債
　　資産除去債務に対応する除去費用 25,318千円
　繰延税金負債合計 25,318千円
繰延税金資産の純額 －千円

8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社

ＩＴｂｏｏｋ株
式 会 社

所有
直接　100.0％

経営指導・管理
業務の受託
役員の兼務

業務受託収
入（注１） 96,588 － －

資金の貸付
(注２) 1,510,743 短期貸付金 654,185

利息の受取
(注２) 8,866 － －

債権譲渡代
金の支払 496,010 － －

子会社株式
の譲渡 155,212 － －

債 務 保 証
(注３) 9,990 － －

債務被保証
(注4) 6,000,000 － －

株 式 会 社
サ ム シ ン グ

所有
直接　100.0％

経営指導・管理
業務の受託
役員の兼務

業務受託収
入（注１） 231,768 － －

資金の貸付
(注２) 2,931,652 短期貸付金 2,182,311

利息の受取
(注２) 27,831 － －

資金の借入
(注２) 929,340 短期借入金 －

利息の支払
(注２) 4,068 未払金 －

債 務 保 証
(注３) 2,054,495 － －

債務被保証
(注4) 6,000,000 － －

株 式 会 社 G I R 所有
間接　100.0％ 役員の兼務 債 務 保 証

(注３) 167,600 － －

S o m e t h i n g 
R e . C o . , L t d

所有
間接　100.0％ － 資金の借入

(注２) 200,000 短期借入金 200,000

株 式 会 社
ア イ ニ ー ド

所有
間接　100.0％ 役員の兼務 資金の借入

(注２) 100,000 短期借入金 100,000

株式会社イスト 所有
間接　100.0％ 役員の兼務 資金の借入

(注２) 230,000 短期借入金 230,000

Ｉ Ｔ ｂ ｏ ｏ ｋ
テ ク ノ ロ ジ ー
株 式 会 社

所有
直接　100.0％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２)
(注5）

727,976 短期貸付金 677,976

利息の受取
(注２) 8,806 未収金 －

ＺＯＸ株式会社 所有
直接　100.0％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２)
(注５）

22,000 短期貸付金 258,000

利息の受取
(注２) 936 未収金 －

9. 関連当事者との取引に関する注記
(1)　子会社
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子 会 社

東京アプリケー
ションシステム
株 式 会 社

所有
間接　100.0％ 役員の兼務

業務受託収
入（注１） 69,864 － －

資金の貸付
(注２) － 短期貸付金 40,328

利息の受取
(注２) 450 － －

資金の借入
(注２) 200,000 短期借入金 200,000

利息の支払
(注２) 411 － －

NEXT株式会社 所有
直接　100.0％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２) 725,424 短期貸付金 325,424
利息の受取
(注２) 5,764 － －
資金の借入
(注２) 200,000 短期借入金 －
利息の支払
(注２) 459 未払金 －
債 務 保 証
(注３) 63,886 － －

クリードパフォ
ーマンス株式会

社
所有
直接　83.3％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２)（注
５）

97,000 短期貸付金 75,000

B&W株式会社 所有
直接　100.0％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２)
(注５）

164,300 短期貸付金 －

利息の受取
(注２) 2,100 － －

株式会社アース
プ ラ イ ム

所有
間接　100.0％ 役員の兼務

資金の借入
(注２) 100,000 短期借入金 100,000

利息の支払
(注２) 311 － －

株 式 会 社
三 愛 ホ ー ム

所有
間接　70.0％ －

資金の借入
(注２) 100,000 短期借入金 100,000

利息の支払
(注２) 43 － －

株 式 会 社 東 名 所有
間接　80.0％ 役員の兼務

資金の借入
(注２) 250,000 短期借入金 250,000

利息の支払
(注２) 109 － －

ITloan株式会社 所有
直接　100.0％ 役員の兼務

資金の貸付
(注２)（注
５）

425,121 短期貸付金 212,445

利息の受取
(注２) 2,812 － －

(注) 上記金額のうち取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおり
ます。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１) 業務委託収入は、業務委託の内容及び総費用等を勘案し、合理的に決定してお

ります。
（注２) 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお

ります。
（注３) 金融機関からの借入金に対し、債務保証を行ったものであります。なお、保証料

は受領しておりません。
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種 類 氏 名 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

役 員 前 　 俊 守 被所有
直接　5.7％ 代表取締役

新株予約権
の権利行使
（注１）
（注２）

27,510 － －

⑴ １株当たりの純資産額 55円32銭
⑵ １株当たりの当期純損失（△） △26円07銭

（注４) 金融機関からの借入金に対し、ITbook株式会社及び株式会社サムシングによる
連帯債務保証を受けたものであります。なお、保証料は支払っておりません。

（注５) 子会社への貸付金に対し、合計925,038千円の貸倒引当金を計上しております。
また、当事業年度において合計275,822千円の貸倒引当金繰入額を計上しており
ます。

(2)　役員

（注１) 2019年７月11日開催の取締役会決議に基づき付与された新株予約権の当事業年
度における権利行使を記載しております。

（注２) 取引金額は当社に対する払込資本の金額であり、権利行使額に権利付与額を加算
した金額を開示しています。

10. 収益認識に関する注記
(1)　収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記⑷収益及び費用の計上基準」に同一の内
容を記載しているため、記載を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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